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5G evolution & 6Gに向けた
NTN技術の研究

HAPS 超カバレッジ
拡張NTN

5G evolution & 6Gでは，空 ・ 海 ・ 宇宙を含むあらゆる場所での
ユースケースを想定した「超カバレッジ拡張」が検討されています．
これまでの移動通信ネットワークでは十分にカバーできなかったエ
リアへ高品質な通信サービスを提供するためには，GEO，LEO，お
よびHAPSなどを利用したNTN技術が有望です．本稿ではこれら
の技術や，小型飛行機を用いた上空約 3  kmでの39 GHz帯伝搬測
定実験の内容について解説します． NTTドコモ

外
ほかぞの

園　悠
ゆうき

貴	 岸
きしやま

山　祥
よしひさ

久	

浅
あさい

井　孝
たかひろ

浩

ま え が き

第 5 世代移動通信システム（5G）
が地方創生や地域課題解決に向けた重
要技術として期待されている中，その
恩恵を享受可能な通信エリアをあらゆ
る場所に拡張していくことが，5Gの
高度化（5G evolution）および第 6
世代移動通信システム（6G）の時代
における重要課題となります（1）．NTT
ドコモは，ドローンや「空飛ぶ車」，
船舶，宇宙ステーションなど，これま
での移動通信ネットワークでは十分に
カバーできなかった空・海・宇宙を含
むあらゆる場所への「超カバレッジ拡
張＊ 1 」実現をめざした研究開発に取
り組んでいます．

超カバレッジ拡張の実現に向けて
は，衛星や高高度プラットフォーム

（HAPS：High-Altitude Platform 
Station）＊ 2を用いた非陸上ネットワー
ク（N T N：N o n - T e r r e s t r i a l 

Network）＊ 3 技術に着目しています．
本技術では，地理的制約を受けない衛
星およびHAPSを介した通信により，
山間・僻地，海上，宇宙空間までをエ
リアカバーすることができます．

本稿では，5G evolution & 6G実
現に向けた重要課題の 1 つである超カ
バレッジ拡張について解説します．具
体的には，有望なアプローチとして注
目 さ れ て い る NTN 技 術 の 概 念，
HAPSによる無線システム技術のユー
スケースと技術課題について示し，小
型飛行機を活用した電波伝搬測定にか
かわる取り組み内容を解説します．

5G evolution & 6Gでめざす 
超カバレッジ拡張とNTN技術

超カバレッジ拡張の実現に向けて
は，少なくとも数十km程度以上の長
距離無線伝送を高効率に実現する技術
が必要になると考えられています．
図 1のように，①静止衛星（GEO：

Geostationary Orbit satellite），
②低軌道衛星（LEO：Low Earth Orbit 
satellite），および③HAPSの利用を

視野に入れることで，山間・僻地，海
上，空，宇宙空間までカバーすること
が可能になり，通信サービスをこれら
の地域にも提供することができます（2）．

①　GEOは，高度約 3 万6000 km
の軌道上にある静止衛星です．衛
星から地上局アンテナ間の片道電
波伝搬時間が約120 msと比較的
長いものの， 3 〜 4 機で地球全体
をカバーし，かつ常時通信が可能
であることから，現在でもモバイ
ルバックホール＊ 4 として地上ネッ
トワークを補完しています．6G

＊1	 �超カバレッジ拡張：基地局が移動局端末と
の通信を⾏うことができるエリアを，現在
の移動通信システムがカバーしていない空 ・
海 ・ 宇宙などを含むあらゆる場所へ拡張す
ること．

＊2	 �高高度プラットフォーム（HAPS）：ソーラー
プレーン型の航空機や⾶⾏船などを利⽤し
て，成層圏環境での運⽤が想定される空中
プラットフォーム．

＊3	 �非陸上ネットワーク（NTN）：衛星やHAPS
などの⾮陸上系媒体を利⽤して，通信エリ
アが地上に限定されず，空 ・ 海 ・ 宇宙など
のあらゆる場所に通信エリアが拡張された
ネットワーク．

＊4	 �バックホール：移動通信ネットワークにお
ける，多数の無線基地局とコアネットワー
クとの間の⾼速⼤容量な情報伝送をサポー
トする固定回線を表します．

＊	�本特集は「NTT DOCOMOテクニカル ・ ジャー
ナル」（Vol.29 No. 2, 2021年 7月）に掲載され
た内容を編集したものです．
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時代ではさらなる大容量化が必要
となることから，衛星の電力・周
波数をマルチビーム間で最適化す
ることでシステム容量を向上させ
る超高スループット衛星（VHTS：
V e r y  H i g h T h r o u g h p u t 
Satellite）の実現が検討されて
います（3）．

②　LEOは，高度数百〜約2000 km
の周回軌道上にある衛星であり，
GEOと比較して低高度，かつ片
道電波伝搬時間が数msという低
遅延の特長を活かし，現在は衛星
携帯電話や衛星センシング＊ 5 で
利用されています．衛星製造コス
トの低廉化やMIMO（Multiple 
Input Multiple Output）＊ 6などの
適用による通信容量の拡大，また
将来的に複数の衛星が協調してネッ
トワークを構成する衛星コンステ
レーションにより，大容量低遅延
バックホールとしての利用が期待
されています（4）．

③　HAPSは，高度約20 kmで一
定の場所に常駐することができ，
陸上にセル＊ 7 半径約50 km以上

のカバレッジエリアを形成できる
ことから，昨今再注目されていま
す（5）．LEOと比較してさらに低
高度であるため，セル半径にもよ
りますが片道電波伝搬時間約0.1 
ms程度とさらに低遅延を実現で
きます．したがって，災害対策は
もちろんのこと，5G evolution 
& 6Gで想定される多くの産業向
けユースケースにも有効だと考え
られます．

3G P P（T h i r d  G e n e r a t i o n 
Partnership Pro-ject）では，これ
ら衛星やHAPSを用いたNR（New 
Radio）＊ 8 のNTNへの拡張検討が開
始されています（6）．

HAPSのユースケースと 
ネットワーク構成および制御技術

NTT ドコモは，5G 網を含む地上
ネットワークとHAPSによる成層圏
ネットワークが柔軟に連携できる通信
方式やネットワークアーキテクチャの
研究開発に取り組んでいます（7），（8）．
本研究開発では，今後の5G evolution 
& 6Gで想定される幅広いユースケー

スを柔軟にサポートすることに加えて，
災害発生時の柔軟な回線制御の実現
や，開発・運用コストなどの面から現
実的なHAPSを活用する通信システム
の実現を目的とした検討を行っています．
■HAPSのユースケース
図 2に示すとおり，5G evolution 

& 6Gの時代に向けては，HAPSを用
いて電波の中継あるいは基地局として
電波を発射することで，さまざまなユー
スケースを実現することが期待されま
す．ユースケースは，バックホール用
途としてサービスを提供する固定系
と，端末へ直接，もしくはRepeater
やRelayを中継してサービスを提供
する移動系の両方が考えられます．特
に広帯域なミリ波＊ 9 帯の電波を利用
することで，さまざまな産業やイベン
トなどの用途で要求される高速大容量
かつ低遅延な回線を，光ファイバなど
の有線網の有無に依存せず，海上・空
中・僻地など場所を選ばずタイムリー
に提供することが期待されています．

HAPSシステムの要求条件はユー
スケースごとにさまざまで，それぞれ
に求められる通信速度や帯域幅は異な
ります（図 3）．固定系と移動系のあ
らゆるユースケースに対応できる柔軟
な通信方式とシステムが望ましいです．

例えば，5G基地局へのバックホー

＊5	 �衛星センシング：衛星に搭載している測定
器によって，宇宙から⼤気や地表の状況を
観測する技術．

＊6	 �MIMO：同⼀時間，同⼀周波数において複
数の送受信アンテナを⽤いて信号の伝送を
⾏い，通信品質および周波数利⽤効率の向
上を実現する信号技術．

＊7	 �セル：移動通信ネットワークのサービスエ
リアを構成するエリア分割の単位．

＊8	 �NR：5G向けに策定された無線⽅式規格．
4Gと⽐較して⾼い周波数帯（例えば，6  
GHz帯以下や28 GHz帯）などを活⽤した
通信の⾼速化や，⾼度化されたIoTの実現
を⽬的とした低遅延 ・ ⾼信頼な通信を可能
にします．

＊9	 �ミリ波：周波数帯域の区分の1つ．30 GHz
から300 GHzの周波数であり，5Gで使⽤さ
れる周波数である28 GHz帯を含めて慣習
的にミリ波と呼びます．

③HAPS
高度　約20 km
地上エリア半径 約50 km

②LEO
高度　数百～約2000 km
地上エリア半径 約数百km～

①GEO
高度　約3万6000 km
地上エリア半径 約1000 km ～

宇宙ステーション
宇宙旅客機

ドローン

航空機

船舶 離島

災害対策 山間・僻地
IoT

バックホール
モバイル

カバレッジイメージ
GEO LEO HAPS

図 1 　衛星やHAPSを用いる空・海・宇宙へのカバレッジ拡張イメージ
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ル用途での通信速度は， 1 サービスリ
ンク＊10当り 1  Gbit/s以上が最低限必
要であると考えられます．さらに複数
のサービスリンクを同時提供するため
には，フィーダリンク＊11の通信速度は
さらに速く（数Gbit/sから数十Gbit/
s），かつ可能な限り天候などの影響に
よらず安定している必要があります．

また，平常のビジネス用途から災害
発生時のパブリックセーフティ＊12用

途への柔軟な回線制御も必要です．現
状の災害対策は，音声通話やSMSな
ど最低限の通信品質を想定したもので
すが，将来的には災害現場における遠
隔制御や映像伝送，ドローンとの通信
など，ある程度高速通信が必要なユー
スケースも考えられます．さらに，災
害対策に向けては，一部の装置が使え
なくなっても動作することを想定した
ネットワーク構成と制御技術を検討す

ることが必要です．
■�5G網と連携したネットワーク

構成と制御技術
⑴　HAPS搭載局の分類
HAPSを5G基地局へのバックホー

ルに用いる場合のネットワーク構成と
制御技術において，HAPS搭載局の
分類に着目して検討を行っています．
HAPS搭載局を大別すると，①中継
局として地上から受信した通信信号
を，必要な周波数変換などを行ったう
えで地上へ折り返し送信する「中継
型」と，②5G網の基地局装置もしく
はその一部をHAPSへ搭載する「基
地局型」に分けられます．

①　中継型の場合は，搭載装置が比
較的少なく，HAPS搭載局のサ
イズ・重量・消費電力の制限が厳

Gbit/s級

航空機への
大容量通信

船舶・鉄道への
大容量通信

（一時的な）産業向けネットワーク

GHz級
帯域幅

100 MHz級
帯域幅

10 MHz級
帯域幅

広域IoT 災害対策

海上や空中への
カバレッジ提供

僻地への
カバレッジ提供

Mbit/s級

通
信
速
度

～10 Gbit/s

～1 Gbit/s

～10 Mbit/s

～100 Mbit/s

固定／移動のあらゆるユースケースに対応できる柔軟な通信方式とシステムが望ましい

図 3 　HAPSユースケースごとの要求条件

HAPS

災害対策

広域IoT

海上や空中への
カバレッジ提供 （一時的な）産業

向けネットワーク

僻地への
カバレッジ提供

航空機への
大容量通信

船舶・鉄道への
大容量通信

地震・台風

山・森林・農地

海上・空中

可搬
基地局

建設現場

イベント

リピータ
リレー

基地局への
バックホール

離島など

固定系（地上ネットワークなどへのバックホールとしてサービス提供）
移動系（端末へ直接，もしくはリピータやリレーを中継してサービス提供）

図 2 　HAPSで期待されるさまざまなユースケース

＊10	 �サービスリンク：NTN通信システムの中で，
衛星またはHAPSと端末間の通信経路を指
します．

＊11	 �フィーダリンク：NTN通信システムの中で，
衛星またはHAPSと地上基地局（ゲートウェ
イ）間の通信経路を指します．

＊12	 �パブリックセーフティ：防災，警察，消防，
救急などの公共安全．
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しい場合に有効です．
②　基地局型の場合は，アンテナ装

置の搭載に加え，多くの基地局機
能 を HAPS へ 搭 載 す る ほ ど
HAPS側でさまざまな制御が可能
になり，かつフィーダリンクの情
報量を削減できます．一方，搭載
機能が増えるほど搭載局のサイズ・
重量・消費電力が大きくなります．

一般的には，開発コストや運用面を
考慮すると，より多くの基地局機能を
地上ネットワーク側に配置するのが望
ましいですが，HAPSに搭載するこ
とで災害の影響を受けにくいメリット
もあります．また，性能面を考慮する
と，HAPS搭載局側にもある程度の
機能，少なくともミリ波を用いる場合
はビーム制御の機能を持たせる必要が
あるものと考えられます．さらに，
HAPS搭載局におけるサイズ・重量・
消費電力，搭載局の開発・運用コス
ト，固定通信と移動通信でのHAPS
プラットフォーム共通化，GEO/LEO
との連携など，5G網にHAPSシステ
ムを組み込む際に考慮すべき幅広い要
件を総合的に検討する必要があります．

⑵　5G網と連携したネットワーク
構成例

5G網と連携したネットワーク構成

における「基地局型」の一例として，
O-RAN（Open RAN）＊13アライアン
ス仕様（9）を参考にした5G基地局のDU

（Distributed Unit）＊14とRU（Radio 
Unit）＊15をHAPSに搭載する構成を
図 4に示します．この構成では，CU

（Centralized Unit）＊16を地上の災害
に強い地点に設置することで可用性を
確保し，フィーダリンクにおいて
HAPSがCUから受け取った情報を，
サービスリンクにおいて地上の小型基
地局装置（中継局）へ5G無線を介し
て伝送することで，有線のバックホー
ルを使用せずに可搬5G基地局の利用
が可能となります．また，この構成で
は中継局を介さずにHAPSから5G端
末へ直接通信を提供することも可能で
す．さらなる拡張としては，地上側で
複数のCUを用いることによって悪天
候や災害発生時の影響を軽減するサイ
トダイバーシチ＊17の実現や，端末が
通信のエリアを移動した際に通信先の
HAPSを切り替えることでモビリティ
サポート＊18も実現できます．

図 4 の構成以外にも，スタンドアロー
ン＊19な5G基地局をHAPSに使用する
構 成 や，5G 無 線 の 中 継 装 置

（Repeater）をHAPSに搭載する「中
継型」の構成も有力な候補として検討

しています．各構成において，モビリ
ティサポート，サイトダイバーシチ技
術および周波数共用技術＊20などと合わ
せて，GEO/LEOとの連携や装置重量・
消費電力などHAPSへの搭載要件を考
慮した総合的な検討が今後必要です．

小型飛行機を用いた39 GHz帯 
伝搬測定実験

5G evolution & 6Gにおける上空
からの通信エリア化の実現に向けて，

コアネットワーク
バック
ホール

基幹ビルなど

EPC

基地局装置

※被災により停止するケースは稀

HAPS O-DU

基地局装置を
HAPSに搭載

O-RU

Repeater
or IAB

災害に強く，基地局が
設置可能な場所※

サイトダイバーシチ
（悪天候，災害対策用）

小型基地局装置（中継局）

5G無線

5G無線

この構成は端末の
直接サポートも可能

CU

CU

図 4 　HAPSをバックホールに用いる場合の連携構成例

＊13	 �O-RAN：5G時代においてさまざまなサービ
スを効率的に提供することを⽬的として，
オープン化とインテリジェント化された無
線アクセスネットワーク．

＊14	 �DU：無線基地局のリアルタイムなデータリ
ンク層制御などを⾏う機能部．

＊15	 �RU：無線基地局の無線部．
＊16	 �CU：無線基地局のノンリアルタイムのL2

（Layer 2）機能，RRC（Radio Resource 
Control）機能などを実装する集約ノード．

＊17	 �サイトダイバーシチ：⾬や障害物により電
波の減衰が⼤きいときに，複数の地上局を
切り替えることで，通信品質を向上させる
技術．

＊18	 �モビリティサポート：端末が通信のエリア
を移動した際に，通信が途切れる前に接続
先の基地局を切り替えることで，通信を継
続可能とする技術．

＊19	 �スタンドアローン：既存のLTE/LTE-
AdvancedとNRをLTE-NRDCを⽤いて連
携して運⽤するノンスタンドアローンに対し，
NR単独で運⽤する形態．

＊20	 �周波数共用技術：2つのシステムが同じ場
所で同⼀周波数を利⽤するときに発⽣する
⼲渉の影響を抑え，周波数共⽤を可能とす
る技術．本稿では，主にHAPSシステムと
地上移動通信システム間の周波数共⽤を想
定しています．
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2021年 2 月15〜26日まで，小型飛行機
を活用して，市街地（神奈川県小田原
市），山林（丹沢），離島（伊豆大島）
での電波伝搬測定の実証実験を実施し
ました（10）．HAPS実機を利用する前
の初期実験として，地上から上空約 3  
km先の小型飛行機に搭載した受信装
置に向けて，5Gでの高速通信に適し
たミリ波（39 GHz帯），および比較
のためミリ波よりも電波が飛びやすい
低い周波数（ 2  GHz帯）を利用した
電波伝搬を測定しました．市街地では
建物などの障害物や反射波の影響，山
林では地形や樹木の影響，離島では海
上からの低い仰角や雲の影響などを測

定しました．その結果，「さまざまな
環境による39 GHz帯と 2  GHz帯の
電波の飛びやすさ」や「飛行機の旋回
が電波の飛びやすさへ与える影響」な
どが明らかになりました．
■測定環境と測定項目

上空伝搬測定の実験イメージを図 5
に示します．市街地，山林，離島を電
波の送信地点とし，半径 1  kmから 2  
kmで旋回する小型飛行機を受信地点
としました．送信地点から見た小型飛
行機（受信地点）への仰角は，高度20 
kmで旋回するHAPSのユースケース
と同等になるように決定しました．具
体的には，市街地と山林のユースケー

スでは高度20 kmに対しカバレッジ半
径50 kmを想定し（仰角：21.8°），離
島のユースケースでは高度20 kmに対
しカバレッジ半径200 kmを想定しま
した（仰角：5.7〜11.5°）．また，見通
しの環境に加えて，図 6に示すように
各ユースケースにおける建物や樹木な
どの遮蔽物を挟むかたちで，受信電力
の測定を行いました．

送信アンテナは飛行機の旋回範囲が
ビーム幅＊21以内に含まれるような製
品を選定し，飛行機の旋回中心に向け
て方向を固定します．一方，受信アン
テナは艤装フレーム内に格納され，底
面には伝搬損失＊22がほとんど生じな
いように設計された厚さ 3  mmのポ
リカーボネイト製レドーム＊23が接着
されています．また，初期実験として，
送受信アンテナは共に追尾機能を持た
ず，受信アンテナを飛行機の底部に固
定して設置します．
■評　価

⑴　概　要
実験の結果，遮蔽物のない見通し環

境の場合は，ほぼ机上計算と同じ最大
受信感度が得られる一方で，建物や樹
木を挟んだ場合は，39 GHz帯の受信
電力の損失は比較的大きいことが明ら
かとなりました．このような遮蔽物の
影響を，サイトダイバーシチなどを用
いて軽減することを検討する必要があ
ります．また，降雨がない場合におい
ては，雲の影響は比較的小さいことが
確認できました．

さらに，今回の実験では小型飛行機
の位置や飛行姿勢によらず，同じ指向
性パターンのアンテナを用いて送受信
を行ったため，飛行機の旋回の影響で

飛行機
受信装置

旋回半径：
1.0 ～ 2.0 km

送信点と受信点（旋回中心）の仰角：
・21.8°（神奈川県小田原市，丹沢）
・5.7 ～ 11.5°（伊豆大島）

送信装置
（39 GHz帯 or 2 GHz帯）

送信地点： 市街地
（神奈川県
小田原市）

山林
（丹沢）

離島
（伊豆大島）

高度：
0.5 ～ 3.8 km

図 5 　上空伝搬測定の実験イメージ

（a）　市街地での実験における建物

（c）　山林での実験における山

（b）　山林での実験における樹木

（d）　離島での実験における雲

図 6 　さまざまな障害が存在する実験環境

＊21	 �ビーム幅：アンテナの最大利得から－ 3  
dB以内の利得を持つアンテナの放射角度．

＊22	 �伝搬損失：送信局から放射された電波の電
力が受信点に到達するまでに減衰する量．

＊23	 �レドーム：アンテナを保護する囲い．電波
を透過しやすい材料でつくられています．
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アンテナの角度が変化することにより，
受信電力が大きく変化することも明ら
かとなりました．この実験結果によ
り，将来のHAPS実用化に向けては，
このような旋回による影響を抑えて一
定の受信電力を保持する制御技術が重
要であることを確認できました．

⑵　小田原における実験結果
測定結果の具体例として，市街地の

ユースケースを想定した実験について
述べます．神奈川県小田原市の見通し
環境にて，旋回直径 2  kmで飛行した
ときのデータとして，39 GHz帯伝搬
損失の時系列データを図 7に示します．
39 GHz帯の最大受信感度を図 7 の自
由空間損失から計算すると，机上計算
からの誤差が約1.2 dBと小さく，おお
むね机上計算どおりでした．一方，時
系列データは飛行機の旋回に応じ大き
く変動しており，受信電力の平均値は
最大値から約17 dB減少し，中央値＊24

は約14 dB減少しています．この原因
として，送受信アンテナの指向性利得
の変動や偏波損＊25，そして機体の底

面が送信点からみて逆側を向いたとき
の機体自体による電波遮蔽が，大きく
影響していることが考えられます．

また，建物による遮蔽環境における
39 GHz帯伝搬損失は，見通し環境と
比べ測定結果の平均値で約17 dB，中
央値で約19 dBであり， 2  GHz帯伝
搬損失は，平均値で約 8  dB，中央値
で約 9  dBで，周波数が高いほど建物
による遮蔽環境における伝搬損失が高
いことがいえます．

あ と が き

本稿では，5G evolution & 6Gに
おける重要課題の 1 つである「超カバ
レッジ拡張」に向けた取り組みとして，
NTN技術，特にHAPSのユースケー
スとネットワーク構成および制御技術
について解説し，HAPSのユースケー
スを想定して実施した小型飛行機によ
る上空電波伝搬試験の結果を示しまし
た．今後もNTTドコモでは，超カバ
レッジ拡張の実現に向けたNTN技術
開発，HAPSネットワーク実現に向
けた技術開発，実証実験および標準化
活動の推進に取り組んでいく予定です．

本研究開発の一部は，総務省「電波
資 源 拡 大 の た め の 研 究 開 発（JPJ 

000254）」によって実施しています．
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これまでの移動通信ネットワークでは
カバーできなかった空 ・ 海 ・ 宇宙を含む
あらゆる場所への「超カバレッジ拡張」
実現に向けて，衛星やHAPSを用いた
NTN技術の研究開発に取り組んでいます．
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図 7 　�神奈川県小田原市（見通し）/旋回直径2 km時における39 GHz帯の伝搬損失
時系列データ

＊24	 �中央値：有限個のデータを昇順（または降順）
に並べたとき，中央に位置する値のこと．

＊25	 �偏波損：電波が空間を伝搬するときの電界
の振動方向（偏波）によって，受信アンテ
ナの受信電力に損失が生じること．


